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1．はじめに（栃木県の地勢）

　本県は，北西部の 2,000 m 級の山々が連なる山岳
地帯，なだらかな山が続く県東部の八溝山地，関東
平野の北部である県南の平野部と大きく 3 つの地域
に分けることが出来ます．県土の約 55％を森林が
占める自然豊かな県であり，那珂川，鬼怒川，渡良
瀬川が北部から南部にかけて流れ，その流域内には，
日光及び尾瀬の 2 つの国立公園と 8 つの県立自然公
園があるなど豊かな自然環境に恵まれているととも
に，様々な水利用が行われています．
　この豊かで美しい「とちぎ」の環境の恵みを享受
するだけでなく，将来の世代にしっかりと引き継ぐ
ことが現代に生きる私たちの責務であるといえます．

2．栃木県における地球温暖化対策

　本県では，地球温暖化対策の推進に関する法律（平
成 10 年法律第 117 号）に基づく計画を平成 12（2000）
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図 1　栃木県の地勢図

表 1　栃木県における再生可能エネルギーの導入状況

種 別 導 入 状 況
【参考】FIT制度
による導入容量

太陽光 
FIT制度導入後、一般住宅や事業所のほか、大規模太陽光
発電所（メガソーラー）が整備されるなど、導入が進ん
でいる。 

約219万 kW 

水 力 
県内のベースロード電源として、一般電気事業者や県企
業局等で導入されているほか、一部の地域では小水力発
電設備も導入されている。 

約１万 kW 

バイオマス 
木質バイオマスやバイオガスを活用した発電のほか、ボ
イラー等の熱利用や食品系BDF（バイオディーゼル燃料）
製造等の取組が行われている。 

約5.7万 kW 

地熱・温泉熱 
発電の導入事例はほぼないものの、県内の温泉施設等に
おいて、ヒートポンプ・熱交換器などを用いた熱利用が
導入されている。 

－ 

風 力 
県内は発電に適した風況が良い地域が少ないことから、
導入は進んでいない。 

－ 

（経済産業省資源エネルギー庁 固定価格買取制度情報公表用ウェブサイトより引用） 
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3．栃木県における再生可能エネルギー導入状
況

　平成 24（2012）年 7 月に開始された固定価格買
取（FIT）制度を受け，県内では太陽光発電施設を
中心に再生可能エネルギーの導入が急速に拡大し，
令和元（2019）年度末における再生可能エネルギー
導入容量は 262 万 kW と，実行計画における目標
値（160 万 kW）を大きく上回っている状況です．

4．栃木県における水力発電事業の概要

（1）水力発電設備の導入状況
　県内では，ベースロード電源として，東京電力リ
ニューアブルパワー株式会社や県企業局等で導入さ
れているほか，一部の地域では小水力発電設備も導
入されています．

（2）栃木県の取り組み
　県では，県内における小水力発電の導入を促進す

年から順次策定し，県内の温室効果ガスの排出削減
を図るとともに，県自らが排出する温室効果ガスの
排出抑制などに取り組んできました．
　平成 28（2016）年 3 月には「栃木県地球温暖化
対策実行計画」（以下「実行計画」という．）を見直
し，県全域における温室効果ガス総排出量を，令和
12（2030）年度までに平成 25（2013）年度比で
26％削減することを目標として，各種施策を推進し
てきたところです．
　実行計画では，温室効果ガス排出削減策の重要な
施策である「再生可能エネルギーの利活用」を重点
プロジェクトとして位置づけ，令和 12（2030）年
度までに再生可能エネルギー設備導入容量を 160 万 
kW まで拡大することを目標に，県民・事業者・行
政が一体となって，県内の豊富な再生可能エネル
ギー資源を活用し，太陽光発電，小水力発電，バイ
オマスエネルギー及び太陽熱・地熱・温泉熱等の熱
エネルギーの導入を進めてきました．

図 2　小水力発電設備の設備構成例

図 3　とちぎ小水力発電！基礎データマップ

表 2　支援箇所一覧表
河 川 名 所 在 地

思  川 鹿沼市上粕尾 

思  川 鹿沼市中粕尾 

思  川 鹿沼市板荷 

大 芦 川 鹿沼市草久 

渡良瀬川 日光市足尾町（２地点） 

餅ヶ瀬川 日光市足尾町（３地点） 

庚 申 川 日光市足尾町（２地点） 

内 籠 川 日光市足尾町（２地点） 

神子内川 日光市足尾町 

熊 野 川 日光市川俣 



栃木県環境森林部地球温暖化対策課：

Journal of JSES － 42 － 2021 年

　特に，未開発地点が多い中小水力発電については，
高コスト構造等の事業環境の課題はあるものの，地
域の分散型エネルギー需給構造の基礎を担うエネル
ギー源として活用していくことが期待されていま
す．
　県では，このような状況を踏まえながら，本県独
自の取り組みである小水力マップによる情報提供等
の支援を積極的に行うことにより，県内における小
水力発電の利活用を引き続き促進していきます．

るために，次の取組を行っています．
① 小水力導入支援事業
　水力発電の有望地点を調査し，事業化の可能性の
高い 15 地点（表 2）について，水力発電の事業化
を目指す発電事業者を公募により決定し（平成 26

（2014）年 3 月），事業化に向けた支援を行っていま
す．
② �「とちぎ小水力発電！基礎データマップ」の作成・

公表
　小水力発電の事業化を検討する際に必要となる河
川流量や標高等の基礎データを栃木県ホームページ
上で閲覧できる全国初のシステムを構築し，平成
27（2015）年 1 月 22 日から公開しています．

5．今後の取組等

　水力発電は，渇水の問題を除き，安定供給性に優
れたエネルギー源としての役割を果たしており，引
き続き重要な役割を担うものです．

栃木県気候変動適応センターを令和２年４月に設置しました

近年、気温の上昇、大雨の頻度の増加、農作物の品質低下や熱中症リスクの増加

など、気候変動による影響が全国各地で確認され、今後さらなる拡大も懸念されて

います。 

気候変動は、人の健康や経済活動、自然災害、自然生態系、農林水産業など私達

の身の回りの様々な分野に影響を与えることから、県民、事業者、行政が一体とな

って、地域の実情に即した気候変動への適応策を推進していくことが不可欠です。 

このため、県では、気候変動の影響による被害を回避・軽減するため、幅広い分

野の情報収集に努めるとともに、県民への情報発信を通じて県全体での取組を推進

することを目的として、令和 2 年 4 月 1 日に、気候変動適応法に基づく地域気候変

動適応センターとして「栃木県気候変動適応センター」を設置しました。 

センターでは、県内における適応策の推進に向けて、国立環境研究所(国の気候変

動適応センター)をはじめ、地域の大学や市町等と連携を図り、地域の特性を捉えた

情報を収集・分析し、わかりやすい発信に取り組んでいきます。 

 身近な影響などを取り上げた「センター通信」も発行中です 

 詳しくはホームページをご覧ください 

http://www.pref.tochigi.lg.jp/d02/tochi-tekiou.html
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「とちぎ小水力発電！基礎データマップ」の操作事例 

任意地点の流量等の確認・発電出力の簡易計算

小水力発電の発電出力は、発電に利用できる流量
と、高低差（落差）から得られます。本システムで
は、県内河川の任意地点の流量と標高を把握するこ
とができます。 

また、河川上の任意地点とその下流側の２点間や
砂防堰堤の落差を利用した小水力発電を行った場
合の発電出力※を簡易的に計算することができま
す。 

※算出される発電出力は、一定の基準によって求め
た推定流量に基づき計算した参考値です。 

砂防堰堤の諸元の確認

近年では既設の砂防堰堤を活用した小水力発電

が注目されていますが、本システムでは、栃木県内

にある砂防堰堤の位置、種類、高さ等の諸元を確認

することができます。 

県内にある砂防堰堤の位
置、種類、高さ等を把握す
ることができます。 

制約条件等の確認

県内の任意の地点において、法規制等の社会条件や、工事に当たっての物理的制約(地
形勾配)など、小水力発電導入の支障となる制約条件を確認することができます。 

社会的制約（法規制）表示時 背景地図-傾斜度 表示時

自然公園指定区域、自然保全区
域、鳥獣保護区、保安林がメッ
シュデータで表示することが
できます。 

地形の傾斜度や標高、陰影図な
ど背景地図を表示することがで
きます。 

任意地点の流量や標高値のほ
か、河川区分や漁業権の所有者
等も把握することができます。 

流量観測所をクリックすると、
過去 10 ヵ年分の流量データが
ダウンロードできます。 


